声　　　 明
　私たちは本日、東京都および東京都教育委員会に対して「国歌斉唱義務不存在確認等請求訴訟（予防訴訟）」東京地裁難波判決を受け容れ、控訴をとりさげるよう要請する署名を提出しました。
　要請の内容は以下の３項目です。
　　　１．　１０．２３通達を撤回すること
　　　２．　１０．２３通達に基づく一切の懲戒処分・厳重注意等を取り消すこと
　　　３．　東京高等裁判所に対する控訴を取り下げること
　昨年９月２１日、東京地方裁判所は「原告ら教職員が、都立学校の入学式、卒業式等の式典において、国歌斉唱の際に、国旗に向かって起立し、国歌を斉唱する義務、ピアノ伴奏をする義務を負うものと解することができない」と判決を下しました。詳細な事実認定に立って、１０．２３通達及びこれに関する被告都教委の一連の指導等は教育基本法１０条に違反し、憲法１９条が保障する思想・良心の自由を侵害するものであることを判示し、さらに、原告ら教職員が起立しないこと、国歌を斉唱しないこと、ピアノ伴奏しないことを理由として懲戒処分をしてはならない旨を命じ、原告らが被った精神的被害について損害賠償金を支払うよう命じました。
　しかし、東京都および東京都教育委員会は違憲違法と断じた司法判断を受け容れず、「日の丸・君が代」を強制し続ける姿勢を変えないまま、東京高等裁判所に控訴しました。地裁判決後も、周年行事や卒・入学式で不起立などの対応をとった教職員４３人に対して、職務命令違反等を理由に不当な懲戒処分を決定・発令し続けています。１０．２３通達に基づく懲戒処分は、現時点で延べ３８８人という驚くべき数に達しています。
　地裁判決という司法判断が示された以上は教育行政当局として当然に要請されるべき抑制的姿勢を一片も示すことなく「日の丸・君が代」の異常な強制を続行する東京都および東京都教育委員会に対しては、強い批判の声が広く沸き起こっています。判決直後の新聞各紙社説は判決を積極的に評価するものがほとんどであり、その後の各種世論調査でも「懲戒処分してまで強制するのは行き過ぎ」との見解が多数です。日本弁護士会は意見書および警告を発して、東京都および東京都教育委員会の強制を批判しています。
　来る６月１４日には東京高裁において予防訴訟控訴審が開始されます。６月２０日には「君が代」解雇裁判の判決、７月１９日には再発防止研修国賠訴訟の判決があります。この時にあたり私たちはあらためて、東京都および東京都教育委員会が要請３項目を真摯に検討し、直ちに受け容れることを心から要請します。
　東京都および東京都教育委員会が敢えて上級審の司法判断を求めるというならば、行政の道義的責任を果たすためにも、司法の判断が下るまで、少なくとも１０．２３通達の効力を凍結し、懲戒処分を強行しないことが、当局のとるべき対応であることを強く指摘しておきます。
　寄せられた署名数は、短期間にもかかわらず総計１２，１８３筆にのぼりました。署名活動にご協力をいただいた方々に感謝の気持ちをお伝えするとともに、今後も、ともに運動の拡がりと強化のために力をあわせ、東京都の異常な教育行政を正すため力を尽くすことを決意して、署名提出にあたっての声明とします。
　２００７年６月７日
「日の丸・君が代」強制反対予防訴訟をすすめる会／「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会／「日の丸・君が代」不当解雇撤回を求める被解雇者の会／「日の丸・君が代」強制反対・嘱託不採用撤回を求める会
　　　　　
